
（注 意）

１ 係員の指示があるまで、この問題用紙を開かないこと。

２ 解答は、別紙解答用紙によること。

３ 解答用紙に受験番号及び氏名を記入し、コード記入欄には注意事項をよく読

んでから正確に記入すること。

（受験番号及び氏名の記入のないものは採点しない。）

４ 各問ごとに、正解と思うものの符号を解答用紙の所定の欄に表示すること。

５ 計算を要する問題があるときは、この問題用紙の余白を計算用紙として差し

支えないこと。

６ この問題の解答は、試験実施に関する官報公告の日（平成１７年４月１５日）に

施行されている法令等によること。

７ この問題用紙は、５５頁あるので確認すること。

８ この問題用紙は、試験時間中（１６時４０分まで）の持ち出しはできないこと。

９ 試験時間の途中で退室する人で、ご自分の解答を必要とする場合は、この問

題用紙に挿入されている「解答控え用紙」に解答を転記して、問題用紙に代え

て持ち帰ること。
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〔問 １〕 労働基準法に定める賃金等に関する次の記述のうち、誤っているものはど

れか。

Ａ ある会社で、出来高払制で使用する労働者について、保障給として、労

働時間に応じ�時間当たり、過去�か月間に支払った賃金の総額をその

期間の総労働時間数で除した金額の６０パーセントを保障する旨を規定

し、これに基づいて支払いを行っていた。これは、労働基準法第２７条

の出来高払制の保障給に関する規定に違反するものではない。

Ｂ 毎月１５日に当月の�日から月末までの賃金を支払うこととなっている

場合において、月の後半に�日間の欠勤があり賃金を控除する必要が生

じたときは、過払いとなる賃金を翌月分の賃金で清算する程度は賃金そ

れ自体の計算に関するものであるから、労働基準法第２４条の賃金の支

払いに関する規定（賃金全額払の原則）の違反とは認められない。

Ｃ 最高裁の判例によると、労働基準法第２４条第�項ただし書の要件を具

備する「チェック・オフ（労働組合費の控除）」協定の締結は、これによ

り、同協定に基づく使用者のチェック・オフが同項本文所定の賃金全額

払の原則の例外とされ、同法第１２０条第�号所定の罰則の適用を受けな

いという効力を有するにすぎない、とされている。

Ｄ 使用者が、通勤手当の代わりとして、�か月ごとに通勤定期乗車券を購

入し、これを労働者に支給している場合、通勤手当は賃金ではあるが、

�か月ごとに支給される通勤定期乗車券は、労働基準法第１２条第�項

に定める「三箇月を超える期間ごとに支払われる賃金」に該当するので、

平均賃金算定の基礎となる賃金には算入されない。

Ｅ 最高裁の判例によると、労働基準法第２６条の「使用者の責に帰すべき事

由」は、取引における一般原則たる過失責任主義とは異なる観点をも踏

まえた概念というべきであって、民法第５３６条第�項の「債権者の責め

に帰すべき事由」よりも広く、使用者側に起因する経営、管理上の障害

を含むものと解するのが相当であるとされている。

労働基準法及び労働安全衛生法
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〔問 ２〕 労働基準法に定める労働時間に関する次の記述のうち、正しいものはどれ

か。

Ａ 労働基準法施行規則第２３条の規定に基づき宿直の勤務で断続的な業務

について許可を受けようとする場合には、宿直勤務�回についての宿直

手当の最低額は、当該事業場において宿直の勤務に就くことの予定され

ている同種の労働者に対して支払われている賃金（労働基準法第３７条の

割増賃金の基礎となる賃金に限る。）の�人�日平均額の�分の�を下回

らないものでなければ所轄労働基準監督署長の許可を受けることはでき

ない。

Ｂ 労働基準法第３８条の�及び第３８条の�の規定に基づく裁量労働制に係

る労働時間のみなしに関する規定は、同法第�章の労働時間に関する規

定の適用に係る労働時間の算定について適用されるとともに、同法第�

章の�の女性の労働時間に関する規定の適用に係る労働時間の算定につ

いても適用される。

Ｃ 労働基準法第３８条の�に規定するいわゆる企画業務型裁量労働制を採

用するために行われる同条第�項の委員会の決議は、所轄労働基準監督

署長に届出をしなければならないが、これはあくまで取締規定であり、

届出をしないからといって、同項による企画業務型裁量労働制の効力発

生に影響するものではない。

Ｄ 労働基準法第３２条の�に規定するいわゆる�年単位の変形労働時間制

を採用する事業場において、その対象となる労働者が対象期間中に退職

した場合、当該労働者について、当該労働させた期間を平均し�週間当

たり４０時間を超えて労働させた場合においては、その超えた時間（同法

第３３条又は第３６条第�項の規定により延長し、又は休日に労働させた

時間を除く。）の労働については、同法第３７条の規定の例により割増賃

金を支払わなければならないが、これを支払わない場合には、同法第

２４条違反となる。
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Ｅ フレックスタイム制においては、始業及び終業の時刻を、対象となる労

働者の決定にゆだねているところから、フレックスタイム制を採用する

事業場においては、使用者は、対象労働者については、各労働者の各日

の労働時間の把握を行う必要はない。

〔問 ３〕 労働基準法に定める時間外・休日労働に関する次の記述のうち、正しいも

のはどれか。

Ａ 派遣先の事業場において、労働基準法第３６条の規定に基づく時間外労

働・休日労働に係る労使協定（以下「３６協定」という。）が締結され、これ

が所轄労働基準監督署長に届け出られている場合においては、当該派遣

先の使用者は、当該事業場に派遣されて現に当該使用者の指揮命令の下

に働いている派遣労働者を、当該３６協定で定める内容に従い、時間外

労働させることができる。

Ｂ 事業場に労働者の過半数で組織する労働組合がないため労働者の過半数

を代表する者（以下「過半数代表者」という。）との間に�月�日から�年

間の３６協定を締結し、これを所轄労働基準監督署長に届け出て、その

定めるところに従い時間外労働及び休日労働を行わせてきた事業場にお

いて、この過半数代表者が同年１０月�日の人事異動により、労働基準

法第４１条第�号に規定する監督又は管理の地位に配置換えとなった。

この場合、３６協定の労働者側の締結当事者たる過半数代表者は、同法

施行規則第�条の�第�項において、「法第４１条第�号に規定する監督

又は管理の地位にある者でないこと」とされているところから、使用者

は、労働者に、合法的に時間外労働及び休日労働を行わせようとするな

らば、新しく選ばれた過半数代表者との間で、新たに３６協定を締結し

直さなければならない。
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Ｃ 労働基準法第３６条第�項の規定に基づき厚生労働大臣が定める「労働基

準法第３６条第�項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基

準」においては、３６協定において�日を超える一定の期間についての延

長することができる時間を定めるに当たっては、当該一定の期間は、�

日を超え�か月以内の期間及び�年間としなければならないこととされ

ていることから、�年についての延長時間を定める３６協定について

は、有効期間は、最も短い場合でも�年間となるが、�日及び�日を超

え�か月以内の期間について定められた延長時間の有効期間までもすべ

て一律に�年間としなければならないものではなく、�日及び�日を超

え�か月以内の期間について定められた延長時間の有効期間を�年間に

ついての延長時間の有効期間とは別に、�年未満とすることもできる。

Ｄ 労働基準法第３２条の�第�項の規定に基づき、�か月単位の変形労働

時間制を採用している事業場において、就業規則で休日振替を規定して

いる場合、ある週における�日の休日を同じ変形期間中の他の週に振り

替えたとき、振替えによって労働日が増えた週は週の労働時間が４０時

間を超えることとなったとしても、当該事業場は�か月単位の変形労働

時間制を採用しているところから�か月内の合計の労働時間数に変わり

はないので、時間外労働の問題は生じない。

Ｅ 所定労働時間が始業時刻午前�時、終業時刻午後�時（休憩が１２時から

午後�時までの�時間）である事業場において、労働基準法第４１条第�

号の監督又は管理の地位にある者が、所定労働時間を超えて深夜に及ぶ

労働に従事した場合、午後１０時から午前�時までの時間の労働につい

ては、同法第３７条の規定に従い、通常の労働時間の賃金の計算額の�

割以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならない。
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〔問 ４〕 労働基準法に定める年次有給休暇に関する次の記述のうち、正しいものは

どれか。

Ａ �日の所定労働時間�時間、�週の所定労働日数�日の勤務形態で採用

されたパートタイム労働者が、採用後�か月を経過した時点で、週�日

の勤務のままで、�日の所定労働時間が�時間に変更になった。この労

働者がその雇入れの日から起算して�か月間継続勤務し全労働日の�割

以上出勤した場合においては、使用者は、当該労働者に対し、１０日の

年次有給休暇を付与しなければならない。

Ｂ �日の所定労働時間�時間、�週の所定労働日数�日の勤務形態で採用

されたパートタイム労働者が、その雇入れの日から起算して�か月間継

続勤務し全労働日の�割以上出勤した場合において、当該�か月間勤務

した日の翌日に、週�日勤務のままで�日の所定労働時間数が�時間に

変更となった。その場合において、就業規則により年次有給休暇の期間

については所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払う

こととしている場合においては、年次有給休暇の賃金について、�日当

たり�時間分の賃金を支払えば足りる。

Ｃ 労働者が業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のために休業した期間及

び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律第�条第�号に規定する育児休業又は同条第�号に規定する介護休

業をした期間及び労働基準法第２６条の使用者の責に帰すべき事由によ

り休業した期間並びに産前産後の女性が同法第６５条の規定によって休

業した期間は、同法第３９条第�項及び第�項の規定の適用について

は、これを出勤したものとみなされる。

Ｄ 労働基準法第３９条第�項の規定に基づくいわゆる労使協定による有給

休暇を与える時季に関する定めは、免罰的効力を有するに過ぎないの

で、同条第�項の規定に基づく個々の労働者のいわゆる時季指定権の行

使を制約するには、さらに就業規則上の根拠を必要とする。
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Ｅ いわゆる年次有給休暇の計画的付与の対象となる年次有給休暇の日数に

ついては、前年度から繰り越された有給休暇日数は含まれないところか

ら、前年度から年次有給休暇日数が�日繰り越され、当年度に新たに

１２日分の権利が発生した労働者については、当年度に新たに発生した

１２日分の権利のうち�日を超える部分である�日に限り計画的付与の

対象とすることができる。

〔問 ５〕 労働基準法に定める年少者及び女性に関する次の記述のうち、正しいもの

はどれか。

Ａ 労働基準法第６７条第�項では、「生後満�年に達しない生児を育てる女

性は、第３４条の休憩時間のほか、�日�回各々少なくとも３０分、その

生児を育てるための時間を請求することができる。」とされているので、

使用者は、生後満�年に達しない生児を育てる女性から請求があれば、

その労働時間の長さにかかわらず、�日�回各々少なくとも３０分の育

児時間を与えなければならない。

Ｂ 使用者は、労働基準法第６６条第�項及び第�項の規定により、妊娠中

の女性及び産後�年を経過しない女性（以下「妊産婦」という。）が請求し

た場合においては、同法第３３条第�項及び第�項並びに第３６条第�項

の規定にかかわらず、時間外労働、休日労働又は深夜業をさせてはなら

ないが、同法第４１条第�号に規定する監督又は管理の地位にある妊産

婦については、時間外労働、休日労働及び深夜業をさせることができ

る。

Ｃ 年次有給休暇は、労働義務のある日についてのみ請求できるものである

から、育児休業申出後には、育児休業期間中の日について年次有給休暇

を請求する余地はない。また、育児休業申出前に育児休業期間中の日に

ついて、労働基準法第３９条第�項の規定に基づく年次有給休暇を与え

る時季に関する定めをした場合においても、同様に、当該日には年次有

給休暇を取得したものとは解されない。
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Ｄ 労働基準法第５６条に定める最低年齢違反の労働契約のもとに就労して

いた児童については、そもそも当該労働契約が無効であるので、当該児

童を解雇するに当たっては、同法第２０条の解雇予告に関する規定は適

用されない。

Ｅ 労働基準法第６５条第�項の規定に基づき、使用者は、妊娠中の女性が

請求した場合においては、他の軽易な業務に転換させなければならな

い。この場合、使用者は、原則としてその女性が請求した業務に転換さ

せなければならないが、新たに軽易な業務を創設して与えるまでの必要

はない。

〔問 ６〕 就業規則に係る最高裁の判例に関する次の記述のうち、誤っているものは

どれか。

Ａ 就業規則が法的規範としての性質を有するものとして、拘束力を生ずる

ためには、その内容を適用を受ける事業場の労働者に周知させる手続が

採られていることを要するとするのが最高裁の判例である。

Ｂ 新たな就業規則の作成又は変更によって、既得の権利を奪い、労働者に

不利益な労働条件を一方的に課することは、原則として、許されないと

解すべきであるが、労働条件の集合的処理、特にその統一的かつ画一的

な決定を建前とする就業規則の性質からいって、当該規則条項が合理的

なものであるかぎり、個々の労働者において、これに同意しないことを

理由として、その適用を拒否することは許されないと解すべきであると

するのが最高裁の判例である。

Ｃ 就業規則は、それが合理的な労働条件を定めているものであるかぎり、

経営主体と労働者との間の労働条件は、その就業規則によるという事実

たる慣習が成立しているものとして、その法的規範性が認められるに

至っているものということができるとするのが最高裁の判例である。
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Ｄ 企業は、その存立を維持し目的たる事業の円滑な運営を図るため、企業

秩序を定立し、この企業秩序のもとにその活動を行うものであって、企

業は、その構成員に対してこれに服することを求めることができ、これ

に違反する行為をする者がある場合には、企業秩序を乱すものとして、

制裁として懲戒処分を行うことができるところから、使用者が労働者を

懲戒するには、必ずしもあらかじめ就業規則において懲戒の種別及び事

由を定めておくことを要するものではないとするのが最高裁の判例であ

る。

Ｅ 就業規則が労働者に対し、一定の事項につき使用者の業務命令に服従す

べき旨を定めているときは、そのような就業規則の規定内容が合理的な

ものであるかぎりにおいて当該具体的労働契約の内容をなしているもの

ということができるとするのが最高裁の判例である。

〔問 ７〕 労働基準法に定める労働時間、賃金等に関する次の記述のうち、誤ってい

るものはどれか。

Ａ ある法人企業の代表者が、当該企業において、労働基準法第３７条の規

定に違反する時間外・休日労働（いわゆる不払い残業等）が行われている

事実を知り、その是正に必要な措置を講じなかったときは、たとえ代表

者自らが当該不払い残業等を指示、命令していなくとも、当該代表者も

行為者として処罰される。

Ｂ 年間賃金額を予め定めるいわゆる年俸制を採用する事業場において、就

業規則により、決定された年俸の１６分の�を月例給与とし、決定され

た年俸の１６分の�を�分して�月と１２月にそれぞれ賞与として支給

し、他に交通費実費分の通勤手当を月々支給することを定めて支給して

いるような場合には、割増賃金の支払いは、月例給与に賞与部分を含め

た年俸額を基礎として計算をして支払わなければならない。

Ｃ 使用者は、労働基準法別表第�第１３号の保健衛生の事業のうち常時１０

人未満の労働者を使用するものについては、�週間について４４時間、

�日について�時間まで労働させることができる。また、この特例の下

に、�か月単位の変形労働時間制、フレックスタイム制及び�年単位の

変形労働時間制を採用することができる。
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Ｄ 労働基準法においては、労働時間、休日、深夜業等について規定を設け

ていることから、使用者は、労働時間を適正に把握するなど労働時間を

適切に管理する責務を有していることは明らかである。

Ｅ 労働基準法第９１条に規定する減給の制裁に関し、平均賃金を算定すべ

き事由の発生した日は、減給の制裁の事由が発生した日でなく、減給の

制裁の意思表示が相手方に到達した日である。

〔問 ８〕 労働安全衛生法に定める安全衛生教育に関する次の記述のうち、正しいも

のはどれか。

Ａ 労働者がその事業における派遣就業のために派遣されている派遣先の事

業に関しては、労働安全衛生法第５９条第�項の規定に基づく作業内容

変更時の安全衛生教育は派遣元事業主及び派遣先事業主が、同条第�項

の特別の安全衛生教育は派遣先事業主が、それぞれ行わなければならな

い。

Ｂ 労働安全衛生法上、雇入れ時の健康診断の対象となる労働者と雇入れ時

の安全衛生教育の対象となる労働者は、いずれも常時使用する労働者で

ある。

Ｃ 事業者は、労働安全衛生法第５９条第�項の規定に基づく安全又は衛生

のための特別教育を行ったときは、当該特別教育の受講者、科目等の記

録を作成し、これを�年間保存しておかなければならない。

Ｄ 労働安全衛生法第５９条第�項の規定に基づく安全又は衛生のための特

別の教育の実施に要する時間は、業務との関係が深く、労働時間と解さ

れるが、同条第�項の規定に基づく雇入れ時の安全衛生教育が法定労働

時間外に行われた場合には、労働基準法第３７条の規定に基づく割増賃

金を支払うまでの必要はない。

Ｅ 建設業に属する事業を行う特定元方事業者は、その労働者及び関係請負

人の労働者の作業が同一の場所において行われることによって生じる労

働災害を防止するため、当該場所で新たに作業に従事することとなった

関係請負人の労働者に対して、必要な安全衛生教育を行わなければなら

ない。
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〔問 ９〕 労働安全衛生法に定める健康診断に関する次の記述のうち、誤っているも

のはどれか。

Ａ 事業者は、労働安全衛生法第６６条第�項の規定によるいわゆる一般健

康診断（以下「一般健康診断」という。）の結果（当該健康診断の項目に異常

の所見があると診断された労働者に係るものに限る。）に基づき、当該労

働者の健康を保持するために必要な措置について、医師の意見を聴き、

その意見を勘案し、その必要があると認めるときは、当該労働者の実情

を考慮して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の

回数の減少等の措置を講じなければならない。

Ｂ 事業者は、強烈な騒音を発する場所における業務に常時従事する労働者

に対しては、当該業務への配置替えの際及び�か月以内ごとに�回、定

期に、所定の項目について医師による健康診断を行わなければならな

い。

Ｃ 一般健康診断において、毎月１００時間以上の時間外労働を行わせている

労働者について血圧測定、血中脂質検査、血糖検査及び BMIのいずれ

の項目においても異常の所見があり、要精密検査と診断されたときは、

事業者は、当該精密検査を、当該一般健康診断の一環として、その責任

において行わなければならない。

Ｄ 一般健康診断の検査項目としては、胸部エックス線検査、血圧測定、肝

機能検査、血中脂質検査、血糖検査等の検査項目以外に業務歴の調査も

含まれている。

Ｅ 特定化学物質等障害予防規則では、事業者は、ベンゼンを製造し、又は

取り扱う業務に常時従事し、又は従事した労働者に係る特定化学物質等

健康診断個人票については、当該労働者が当該事業場において当該業務

に常時従事することとなった日から３０年間保存するものとされてい

る。
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〔問 １０〕 労働安全衛生法に定める深夜業等に関する次の記述のうち、誤っているも

のはどれか。

Ａ 常時５００人を超える労働者を使用する事業場で、深夜業に常時３０人以

上の労働者を従事させるものは、衛生管理者のうち少なくとも�人を専

任の衛生管理者としなければならない。

Ｂ 深夜業を含む業務に常時５００人以上の労働者を従事させる事業場にあっ

ては、その事業場に専属の産業医を選任しなければならない。

Ｃ 事業者は、夜間に労働者に睡眠を与える必要のあるとき、又は労働者が

就業の途中に仮眠することのできる機会があるときは、適当な睡眠又は

仮眠の場所を、男性用と女性用に区別して設けなければならない。

Ｄ 事業者は、深夜業を含む業務に常時従事する労働者に対しては、当該業

務への配置替えの際及び�か月以内ごとに�回、定期に、所定の項目に

ついて医師による健康診断を行わなければならない。

Ｅ 労働安全衛生法第６６条の�の深夜業に従事する労働者から、同条の自

ら受けた健康診断の結果を証明する書面の提出を受けた事業者は、当該

健康診断の結果に基づき、健康診断個人票を作成し、これを�年間保存

しなければならない。
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〔問 １〕 労働者災害補償保険法の適用に関する次の記述のうち、誤っているものは

どれか。

なお、この問において「労災保険法」とは「労働者災害補償保険法」のことを

いい、「労災保険」とは「労働者災害補償保険」のことをいう。

Ａ 労災保険法第�条は、「この法律においては、労働者を使用する事業を

適用事業とする。」と定めており、労働者を使用しない事業において業務

に従事する者には、労災保険法が適用されることはない。

Ｂ 労働者に該当しない者であっても、適用事業において業務に従事する一

定の者には、労災保険法が適用される場合がある。

Ｃ 適用事業に使用される労働者であれば、出入国管理及び難民認定法によ

る在留資格ないし就労資格を有しない外国人にも、労災保険法の適用が

ある。

Ｄ 労働者を使用する事業であれば、事業主がその旨を所轄行政庁に届け出

ない場合でも、一部の事業を除き、適用事業である。

Ｅ 労働者を必ずしも常時使用していない事業であっても、労働者を使用す

る場合には、一部の事業を除き、適用事業に該当する。

〔問 ２〕 保険給付に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 業務上の事由による疾病として療養補償給付の対象となる疾病の範囲

は、厚生労働省令（労働基準法施行規則別表第�の�）で定められてお

り、通勤による疾病として療養給付の対象となる疾病の範囲も、この厚

生労働省令の規定が準用される。

Ｂ 厚生労働省令（労働基準法施行規則別表第�の�）では、業務上の疾病を

例示しており、例示された最後の疾病は「その他業務に起因することの

明らかな疾病」であるが、その具体的な疾病名は、厚生労働大臣が告示

している。

労働者災害補償保険法

（労働保険の保険料の徴収等に関する法律を含む。）
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Ｃ 労働者の負傷、疾病、障害若しくは死亡又はその直接の原因となった事

故が、当該労働者又はその利害関係者の故意によって生じたものである

ときは、保険給付は行われない。

Ｄ 事業主が、故意又は重大な過失によって労働保険料の納付を怠った期間

中に生じた事故に関しては、政府は、保険給付の全部又は一部を行わな

いことができる。

Ｅ 特別加入者に係る業務災害については、労働者の場合と異なり、業務の

範囲等を確定することが通常困難であることから、その認定は、厚生労

働省労働基準局長が定める基準によって行われる。

〔問 ３〕 特別支給金の支給に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 特別支給金は、業務上の事由又は通勤による負傷、疾病、障害又は死亡

に関する各保険給付（療養補償給付及び療養給付を除く。）のすべてに付

帯するものとして、当該各保険給付の請求とともに行う申請に基づいて

支給される。

Ｂ 特別支給金は、原則として、これを受けることのできる者の申請に基づ

き支給されるものであるが、傷病補償年金又は傷病年金の支給の決定を

受けた者については、当分の間、傷病特別支給金の申請があったものと

して扱って差し支えないとされている。

Ｃ 葬祭特別支給金は、業務上の事由又は通勤により労働者が死亡した場合

に、死亡した労働者の葬祭を行う者の申請に基づき支給される。

Ｄ 特別支給金は、もともと事業主がその使用する労働者又はその遺族に対

して行う例が多かったいわゆる「上積み補償」に由来するものであるの

で、特別加入者には支給されない。

Ｅ 二次健康診断等特別支給金を受けようとする者は、一次健康診断を受け

た日から�か月以内に申請をしなければならない。

― １３ ― ◇Ｍ２（３０３―２５）



〔問 ４〕 保険給付に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 療養給付を受ける労働者（厚生労働省令で定める者を除く。）は、その費

用の一部として２００円（健康保険の日雇特例被保険者にあっては１００円）

を負担する。ただし、療養給付を受ける労働者に支給する休業給付で

あって最初に支給すべき事由の生じた日に係るものについて厚生労働省

令で定める額を減額した休業給付の支給を受けた労働者については、こ

の限りでない。

Ｂ 業務上の傷病に係る療養の開始後�年を経過した日において傷病補償年

金を受けている場合又は同日後において傷病補償年金を受けることと

なった場合には、労働基準法第１９条第�項の規定の適用については、

当該使用者は、それぞれ、当該�年を経過した日又は傷病補償年金を受

けることとなった日において、同法により打切補償を支払ったものとみ

なされる。

Ｃ 休業補償給付又は休業給付は、業務上の事由又は通勤による傷病の療養

のため労働することができないために賃金を受けない日の第�日目から

支給される。

Ｄ 遺族補償年金又は遺族年金を受ける者に係る「労働者の死亡の当時その

収入によって生計を維持していたこと」の認定は、当該労働者との同居

の事実の有無、当該労働者以外の扶養義務者の有無その他必要な事項を

基礎として厚生労働省労働基準局長の定める基準によって行われる。

Ｅ 労働者又は労働者の遺族（遺族となるべき者を含む。）を故意又は重大な

過失により死亡させた遺族は、遺族補償給付若しくは遺族給付又は葬祭

料若しくは葬祭給付を受けることができない。
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〔問 ５〕 介護補償給付又は介護給付に関する次の記述のうち、正しいものはどれ

か。

Ａ 介護補償給付又は介護給付は、障害補償年金若しくは障害年金又は傷病

補償年金若しくは傷病年金を受ける権利を有する者が当該年金の支給事

由である障害により常時又は随時介護を要する状態にある場合に支給さ

れる。

Ｂ 介護補償給付又は介護給付は、障害等級第�級以上又は傷病等級第�級

以上に相当する重度の障害を有する労働者であれば、現に常時又は随時

介護を受けている限り支給される。

Ｃ 介護補償給付又は介護給付は、障害等級第�級以上又は傷病等級第�級

以上の障害により障害補償年金若しくは障害年金又は傷病補償年金若し

くは傷病年金を受けている労働者が当該障害により常時又は随時介護を

要する状態にあり、かつ、現に介護を受けている場合に支給されるもの

である。

Ｄ 介護補償給付又は介護給付は、これを受けることができる程度の障害が

あり、かつ、その障害により常時又は随時介護を受けている場合でも、

病院若しくは診療所に入院している間又は身体障害者福祉法に定める身

体障害者療護施設その他これに準ずる所定の施設に入所している間は、

支給されない。

Ｅ 常時又は随時介護を要する状態にある労働者の障害が故意の犯罪行為若

しくは重大な過失により、又は正当な理由がなくて療養に関する指示に

従わないことにより、障害の程度を増進させ、又はその回復を妨げたも

のであるときは、政府は、介護補償給付又は介護給付の全部又は一部を

支給しないこととしている。
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〔問 ６〕 遺族補償給付又は遺族給付に関する次の記述のうち、誤っているものはど

れか。

Ａ 遺族補償年金又は遺族年金を受けることができる遺族は、労働者の配偶

者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様な事情にあった

者を含む。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹（妻以外の者にあって

は、一定の年齢要件又は障害要件に該当する者に限る。）であって、労働

者の死亡の当時その収入によって生計を維持していたものに限られる。

Ｂ 遺族補償年金又は遺族年金を受ける権利を有する者の所在が�年以上明

らかでない場合には、当該年金は、同順位者があるときは同順位者の、

同順位者がないときは次順位者の申請によって、その所在が明らかでな

い間、支給が停止される。

Ｃ 遺族補償年金又は遺族年金を受けることができる遺族の要件としての

「労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持していた」ことが認め

られるためには、単に労働者と生計を一にしていただけでは足りず、労

働者の収入によって消費生活の大部分を営んでいたことが必要である。

Ｄ 遺族補償一時金又は遺族一時金を受けるべき遺族の順位は、次の�、

�、�の順序により、�及び�に掲げる者のうちにあっては、それぞれ

�及び�に掲げる順序による。

� 配偶者（事実上婚姻関係と同様な事情にあった者を含む。）

� 労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持していた子、父

母、孫及び祖父母

� �に該当しない子、父母、孫及び祖父母並びに兄弟姉妹

Ｅ 遺族補償給付又は遺族給付を受けることができる配偶者には「婚姻の届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあった者」も含まれ

るが、婚姻の届出をしている配偶者が存在する場合には、届出による婚

姻関係がその実体を失って形骸化し、かつ、その状態が固定化して近い

将来解消される見込みがなかった場合に限り、重婚的内縁関係にあった

者が配偶者として遺族補償給付又は遺族給付を受けることができる。
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〔問 ７〕 労働福祉事業に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

なお、この問において「機構」とは、「独立行政法人労働者健康福祉機構」の

ことをいう。

Ａ 労働福祉事業は、原則として、機構が統括して行うこととなっている。

Ｂ 労働福祉事業のうち、特別支給金の支給に関する事業は、機構が実施す

る。

Ｃ 労働福祉事業のうち、未払賃金の立替払事業は、機構が実施する。

Ｄ 二次健診等給付の支給は、労働福祉事業として設置された病院若しくは

診療所又は都道府県労働局長の指定する病院若しくは診療所において行

われるが、これらの病院若しくは診療所によることが困難な事情にある

者については、これら以外の病院若しくは診療所による二次健診等の費

用が支給される。

Ｅ 療養の給付は、労働福祉事業として設置された病院若しくは診療所又は

厚生労働大臣の指定する病院若しくは診療所、薬局若しくは訪問看護事

業者において行われる。

〔問 ８〕 次に列記した各業種群のうち、労災保険率の高い業種から低い業種の順に

列記されていないものはどれか。

Ａ � 港湾荷役業

� 道路新設事業

� 鋳物業

� 非鉄金属精錬業

� 交通運輸業

Ｂ � 水力発電施設、ずい道等新設事業

� 採石業

� 舗装工事業

� 化学工業

� 繊維工業又は繊維製品製造業
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Ｃ � 鉄道又は軌道新設事業

� 船舶製造又は修理業

� コンクリート製造業

� ガラス又はセメント製造業

� 印刷又は製本業

Ｄ � 採石業

� 林 業

� 道路新設事業

� 鋳物業

� ビルメンテナンス業

Ｅ � 石灰石鉱業又はドロマイト鉱業

� 化学工業

� 交通運輸業

� 陶磁器製品製造業

� 木材又は木製品製造業

〔問 ９〕 労働保険料の算定に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 一般保険料の算定の基礎となる賃金総額とは、事業主がその事業に使用

するすべての労働者に支払う賃金の総額をいうが、通貨以外のもので支

われる賃金であって厚生労働省令で定めるもの及び臨時に支払われる賃

金は除外される。

Ｂ 賃金総額に千円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額が一

般保険料の算定の基礎となる。

Ｃ 請負による建設の事業であって賃金総額を正確に算定することが困難な

ものについては、その事業の種類に従い、請負金額に所定の労務費率を

乗じて得た額を賃金総額とする。

Ｄ 立木の伐採の事業であって賃金総額を正確に算定することが困難なもの

については、所轄都道府県労働局長が定める素材�立方メートルの生産

に必要な労務費の額に、生産するすべての素材の材積を乗じて得た額を

賃金総額とする。
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Ｅ 林業の事業（立木の伐採の事業を除く。）又は水産動植物の採捕若しくは

養殖の事業であって賃金総額を正確に算定することが困難なものについ

ては、当該事業の労働者につき労働基準法に基づき厚生労働大臣が定め

る平均賃金に相当する額に、それぞれの労働者の使用期間の総日数を乗

じて得た額の合算額を賃金総額とする。

〔問 １０〕 労働保険の適用に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

なお、この問において「徴収法」とは、「労働保険の保険料の徴収等に関す

る法律」のことをいう。

Ａ 事業主が同一人である二以上の継続事業については、一の都道府県内に

において行われるものに限り、当該事業主が当該二以上の事業について

成立している保険関係の全部又は一部を一の保険関係とすることにつき

都道府県労働局長の認可を受けたときは、徴収法の適用については、当

該認可に係る二以上の事業に使用される労働者は、これらの事業のうち

都道府県労働局長が指定するいずれか一の事業に使用される労働者とみ

なされ、また、当該一の事業以外の事業に係る保険関係は、消滅する。

Ｂ 事業主が同一人である二以上の有期事業について、それぞれの事業の規

模が厚生労働省令で定める規模以下であり、それぞれの事業が他のいず

れかの事業の全部又は一部と同時に行われ、かつ、厚生労働省令で定め

る要件に該当する場合には、徴収法の適用については、それらの事業の

全部が一の事業とみなされる。

Ｃ 数次の請負によって行われる建設の事業については、徴収法の適用上そ

れらの事業は一の事業とみなされ、元請負人のみが当該事業の事業主と

されるのが原則であるが、下請負人のみの申請により、その請負に係る

事業を一の事業とみなして下請負人のみを当該事業の事業主とすること

について厚生労働大臣の認可を受けたときは、元請負人の諾否にかかわ

らず、当該下請負人の請負に係る事業については、当該下請負人のみが

事業主とされる。
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Ｄ 船舶製造の事業が数次の請負によって行われる場合には、徴収法の適用

については、それらの事業は一の事業とみなされ、元請負人のみが当該

事業の事業主とされる。

Ｅ 一括される有期事業についての事業主は、それぞれの事業を開始したと

きは、その開始の日から１０日以内に、一括有期事業開始届を所轄労働

基準監督署長に提出しなければならない。

― ２０ ― ◇Ｍ２（３０３―３２）



〔問 １〕 雇用保険の被保険者に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 株式会社の取締役は、同時に会社の従業員としての身分を有している場

合であっても、役員報酬を支払われている限り委任関係とみなされ、被

保険者となることはない。

Ｂ 船員保険法第１７条の規定による船員保険の被保険者は、原則として雇

用保険の被保険者から除外されるが、その者が厚生労働省令の定めると

ころにより公共職業安定所長の認可を受けた場合には、船員保険の被保

険者たる地位を停止して雇用保険の被保険者となることができる。

Ｃ �か月以内の期間を予定して行われる季節的事業に雇用される者は、原

則として被保険者とならないが、その期間の満了後も同一の事業主に引

き続き雇用された場合には、当初の季節的事業における雇用開始の日に

被保険者になったものとみなされる。

Ｄ 家事使用人は被保険者とならないが、適用事業の事業主に雇用され、主

として家事以外の労働に従事することを本務とする者は、例外的に家事

に使用されることがあっても、被保険者となる。

Ｅ 特定独立行政法人の職員は、当該法人の長が雇用保険法を適用しないこ

とについて厚生労働大臣に申請し、その承認を受けない限り、被保険者

となる。

雇 用 保 険 法

（労働保険の保険料の徴収等に関する法律を含む。）
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〔問 ２〕 雇用保険事務に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

なお、いずれについても届出先は、当該事業所の所在地を管轄する公共職

業安定所の長とする。

Ａ 会社解散によって適用事業が廃止された場合、事業主は、その廃止の日

の翌日から起算して１４日以内に、雇用保険適用事業所廃止届を提出し

なければならない。

Ｂ 社名変更によって適用事業の事業所の名称が変わった場合、事業主は、

その変更があった日の属する月の翌月の１０日までに、雇用保険事業主

事業所各種変更届を提出しなければならない。

Ｃ 暫定的任意適用事業の事業主が雇用保険の任意加入の認可を受けた場

合、事業主は、その認可があった日の属する月の翌月の１０日までに、

その事業に雇用される全労働者について、雇用保険被保険者資格取得届

を提出しなければならない。

Ｄ 事業主は、被保険者に関する届出事務を行わせるために代理人を選任し

た場合、すみやかに雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任届を提

出しなければならないが、当該代理人が使用すべき認印の印影を届け出

るか否かは任意である。

Ｅ すでに保険関係が成立している事業の事業主が新たな事業所を設置した

場合、事業主は、改めて事業所の設置に関する届出をする必要はない。

〔問 ３〕 特定受給資格者に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

なお、その者について、他の受給資格要件は満たされているものとする。

Ａ 過去�年間に、事業活動の縮小に伴って、当該事業所で雇用される被保

険者（短期雇用特例被保険者及び日雇労働保険被保険者を除く。）の半数

以上が解雇や退職勧奨により離職したため、会社の将来を悲観して自ら

退職した者は、特定受給資格者に該当する。

Ｂ 自己の責めに帰すべき重大な理由により解雇された者は、原則として特

定受給資格者とならないが、公共職業安定所長による宥恕が行われた場

合には、特定受給資格者となりうる。
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Ｃ 事業所の業務が法令に違反したために離職した者は、事業主が行政機関

から違反状態の是正を命じられたにもかかわらず合理的期間内にこれに

従わなかった事実が認められる場合にのみ、特定受給資格者となる。

Ｄ 期間�か月の労働契約を�回更新し、合計�年間継続勤務してきた者に
ついては、労働者が�回目の更新を希望せず、期間の満了によって雇用
が終了した場合であっても、特定受給資格者となる。

Ｅ 過去�年間に「労働基準法第３６条第�項の協定で定める労働時間の延長
の限度等に関する基準」が定める労働時間の延長の限度（年３６０時間）を

超える時間外労働が行われたことを理由として離職した者は、離職の直

前の�か月間の時間外労働の時間数の多寡に関わりなく、特定受給資格
者となる。

〔問 ４〕 基本手当の延長給付に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ ３５歳以上６０歳未満の受給資格者が、公共職業安定所長の指示する公共

職業訓練等を受け終わってもなお職業に就くことができないため、再就

職を容易にするために公共職業訓練等を再度受けようとする場合、その

者の受ける公共職業訓練等の期間の合計が�年を超えないときには、訓
練延長給付が行われ得る。

Ｂ 広域延長給付を受けている者が、厚生労働大臣の指定する地域に住所又

は居所を変更した場合には、引き続き広域延長給付を受けることができ

るが、延長できる日数の限度は、移転の前後を通じて９０日である。

Ｃ 広域延長給付の措置の決定がなされた場合、その決定の日以後に他の地

域からその対象地域に移転した受給資格者は、その移転の理由いかんに

関わらず、当該広域延長給付を受けることができない。

Ｄ 全国の失業状況が悪化し、連続する�月間の各月の基本手当受給率が
１００分の�を超えている場合であっても、その期間内の各月における初
回受給者の数を当該各月の末日における被保険者の数で除して得た率が

その期間において低下する傾向にあるならば、全国延長給付は行われな

い。

Ｅ 広域延長給付及び全国延長給付はいずれも期間を限って実施されるもの

であり、その期間の末日が到来したときは、延長日数が９０日に達して

いない受給資格者についても、その日限りで当該延長給付は打ち切られ

ることになる。
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〔問 ５〕 再就職手当に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 受給資格者が雇用保険法第２１条の定める待期の期間中に就職したため

基本手当が支給されなかった場合にも、再就職手当の支給を受けること

は可能である。

Ｂ 受給資格者が自ら事業を開始した場合、当該事業によりその者が自立す

ることができると公共職業安定所長が認めない限り、再就職手当を受給

することはできない。

Ｃ �年前の就職について再就職手当の支給を受けたことがある受給資格者

も、再就職手当の支給を受けることは妨げられない。

Ｄ 就職日前日における基本手当の支給残日数が所定給付日数の�分の�以

上、かつ、６０日以上である場合には、通常の再就職手当に加えて、基

本手当日額に支給残日数に相当する日数に１０分の�を乗じて得た額の

特別給付が支給される。

Ｅ 甲会社からの離職により失業した受給資格者が、乙会社に就職して再就

職手当の支給を受けた場合、その後すぐに乙会社が倒産したため再び離

職したとしても、甲会社からの離職に基づく基本手当を受給することは

ない。

〔問 ６〕 高年齢雇用継続給付に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

なお、本問において被保険者とは、短期雇用特例被保険者及び日雇労働被

保険者を除いた被保険者をいい、また、平成１５年�月３０日以前に６０歳に

到達していた者は除外して考えるものとする。

Ａ ６０歳に到達した時点で被保険者であった期間が�年未満である者に対

しては、その後、被保険者であった期間が�年になったとしても、高年

齢雇用継続基本給付金が支給されることはない。

Ｂ ６０歳に到達した時点で被保険者であった期間が�年以上である者につ

いて、６０歳以降の各月の賃金が６０歳到達時の賃金月額の８０パーセン

トである場合、高年齢雇用継続基本給付金は支給されない。
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Ｃ 高年齢再就職給付金は、再就職の前日における基本手当の支給残日数が

２００日以上ある場合、当該再就職の就職日の属する月から、当該就職日

の翌日から�年間を経過する日の属する月（その月が当該被保険者が６５

歳に達する日の属する月より後である場合には、６５歳に達する日の属

する月）まで支給され得る。

Ｄ 高年齢再就職給付金の支給を受けることができる者が、同一の就職につ

いて再就職手当の支給を受けた場合には、高年齢再就職給付金の支給を

受けることはできない。

Ｅ 高年齢雇用継続基本給付金、高年齢再就職給付金のいずれについても、

初日から末日まで被保険者である月でなければ、支給対象月とならな

い。

〔問 ７〕 雇用保険三事業（雇用安定事業、能力開発事業、雇用福祉事業）に関する次

の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 雇用保険三事業に要する費用については国庫負担はなく、当該費用につ

いては、労使が折半して支払う保険料のみによって運営される。

Ｂ 行政庁が雇用保険三事業の給付金を支給しないことについて不服のある

者は、雇用保険審査官に審査請求をする権利を有する。

Ｃ 雇用保険三事業に関しても、行政庁の職員が適用事業所に立ち入り、関

係者に対して質問し、又は帳簿書類の検査を行う権限が認められてい

る。

Ｄ 求職者の就職のために資金の貸付けや身元保証を行うことは、雇用福祉

事業の対象に含まれていない。

Ｅ 能力開発事業の一つとして、雇用保険の受給資格者自らが創業し、創業

後�年以内に雇用保険の適用事業主となった場合に支給される受給資格

者創業支援助成金の制度が設けられている。
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〔問 ８〕 甲会社の事業内容、雇用保険被保険者数等は、以下のとおりである。甲会

社の平成１７年度分の概算保険料の雇用保険分の額として、正しいものはど

れか。

� 事業内容 建設業

� 雇用保険に係る労働保険関係の成立日 平成１３年�月�日

� 雇用保険被保険者数 �名（短期雇用特例者及び日雇労働被保険者はい

ない）

� 雇用保険被保険者の平成１７年度当初の年齢

３５歳の者 �名、４０歳の者 �名、５９歳の者 �名、

６０歳の者 �名、６５歳の者 �名

� 賃金総額の見込み額 ５０００万円（このうち上記６０歳の者に係る賃金額

６００万円、６５歳の者に係る賃金額 ４００万円）

Ａ １，０３５，０００円

Ｂ １，０２５，０００円

Ｃ ９４３，０００円

Ｄ ９００，０００円

Ｅ ８２０，０００円

〔問 ９〕 労働保険料に係る督促又は延滞金に関する次の記述のうち、正しいものは

どれか。

Ａ 延滞金は、労働保険料の額につき年１４．６％の割合で計算されるが、延

滞金の額が千円未満であるときは延滞金は徴収されない。

Ｂ 延滞金は、督促状により指定する期限の翌日から労働保険料の完納又は

財産差押えの日の前日までの日数により計算される。

Ｃ 事業の不振又は金融事情等の経済的事由によって労働保険料を滞納して

いる場合は、労働保険料を納付しないことについてやむを得ない理由が

あると認められ、延滞金は徴収されない。

― ２６ ― ◇Ｍ２（３０３―３８）



Ｄ 労働保険料を納付しない事業主があるときは、政府は、督促状により督

促状を発する日から起算して�日以上経過した日を期限と指定して督促

しなければならない。

Ｅ 納付義務者の住所又は居所がわからず、公示送達の方法による督促を

行った場合には、所定の期限までに徴収金の完納がなくても延滞金は徴

収しない。

〔問 １０〕 労働保険事務組合に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

なお、本問において事務組合とは、労働保険事務組合のことをいう。

Ａ 事業の全期間が�か月を超える有期事業については、納付すべき概算保

険料の額が７５万円以上でなければ労働保険料を延納することができな

いが、労働保険事務の処理を事務組合に委託している場合には、概算保

険料の額のいかんにかわらず延納することができる。

Ｂ 事務組合に委託する事業主が、労働保険料その他の徴収金を納付するた

め、金銭を事務組合に交付したときは、その金額の限度で、事務組合

は、政府に対して当該徴収金の納付責任がある。

Ｃ 事務組合の責めに帰すべき事由によって生じた労働保険料の延滞金につ

いては、当該事務組合に対して国税滞納処分の例によって処分してもな

お徴収すべき残余がある場合であっても、政府は、その残余の額を当該

事務組合に事務処理を委託している事業主から徴収することができな

い。

Ｄ 事務組合に労働保険事務の処理を委託した事業主が労働保険料を納付し

ない場合、政府は、その事務組合に対して督促をすることができ、当該

督促は当該委託事業主に対して行われたものとみなされる。

Ｅ 有期事業について、労働保険料を延納する場合、労働保険事務の処理を

事務組合に委託している事業主であっても、納付期限は事務組合に委託

していない事業主と同じに設定されている。
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〔問 １〕 高年齢者の雇用問題に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

なお、この問において「白書」とは「平成１６年版労働経済白書」のことであ

り、「高齢法」とは、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」のことであ

る。

Ａ 白書の分析によれば、２００４年�～�月期の完全失業者３２９万人の「仕事

につけない理由」をみると、４４歳以下の各年齢階級では「希望する種

類・内容の仕事がない」が最も高い割合であり、一方、４５歳以上の各年

齢階級では、「求人の年齢と自分の年齢とがあわない」が最も高い割合に

なっている、としている。

Ｂ 平成１６年に改正された高齢法における、事業主の高年齢者雇用確保措

置を講ずる義務に関する規定は、同年１２月�日から施行されている。

Ｃ 高齢法は、事業主が労働者の募集及び採用をする場合に、やむを得ない

理由により一定の年齢（６５歳以下のものに限る。）を下回ることを条件と

するときは、求職者に対して厚生労働省令で定める方法により、当該理

由を示さなければならない、としている。

Ｄ 高齢法では、事業主が定年の定めをする場合には、当該定年は６０歳を

下回ることができないと規定しているが、高年齢者が従事することが困

難であると認められる業務として厚生労働省令で定める業務については

この限りでないとも規定している。この厚生労働省令で定める業務は、

現在のところ鉱業法第�条に規定する事業における坑内作業の業務のみ

である。

Ｅ 雇用対策法では、事業主は労働者の募集及び採用について、その年齢に

かかわりなく均等な機会を与えるように努めなければならない、と努力

義務を課している。

労務管理その他の労働及び社会保険に関する一般常識
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〔問 ２〕 次の記述のうち、正しいものはどれか。

なお、この問において「均等法」とは「雇用の分野における男女の均等な機

会及び待遇の確保等に関する法律」のことであり、「調査」とは、「平成１５年

度女性雇用管理基本調査」のことである。

Ａ 調査によれば、セクシュアルハラスメントが起こった場合、対応として

特に難しいと感じている内容として、「当事者の言い分が食い違う等、

事実確認が難しい」とする企業割合が�割程度と高い。一方、「プライバ

シーの保持が難しい」とする企業割合は�割程度と低い。

Ｂ 職場においてセクシュアルハラスメントが行われることがないように、

均等法第２１条は雇用管理上必要な措置を講ずることを、罰則を付して

事業主に義務づけている。

Ｃ 調査によれば、採用のあった企業のうち、男性のみ採用の職種・コース

があった企業の割合は�割程度であり、その理由で最も多かったのは、

「女性の応募がなかった」であった。

Ｄ 調査によれば、女性の活躍を推進する上での主な問題点としては、「家

庭責任を考慮する必要がある」や「女性の勤務年数が平均的に短い」が挙

げられる。

Ｅ 育児中の従業員に対して、仕事と家庭責任との両立を支援する対策を講

じた事業主に対して、国から育児両立支援奨励金が、最大で大企業には

１００万円、中小企業には２００万円が助成される。

〔問 ３〕 退職金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

なお、この問において「中退法」とは「中小企業退職金共済法」のことであ

り、「中退共制度」とは「中小企業退職金共済制度」のことであり、「賃確法」と

は「賃金の支払の確保等に関する法律」のことである。

Ａ 退職金の原資管理は、現在では、社内積立による退職給与引当金制度と

社外積立による適格退職年金制度と中退共制度のいずれかにより行われ

ている。

Ｂ 中退共制度においては、掛金月額は被共済者�人につき、�千円以上�

万円以下と中退法施行規則第４条第�項に定められている。また、掛金

月額を増額変更することはいつでもできるが、減額変更することはでき

ない。
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Ｃ 新しく中退共制度に加入する事業主には、掛金月額の�分の�を、加入

月から�年間、国が助成する。

Ｄ 中退共制度においては、掛金は、被共済者である労働者の負担はなく、

共済契約者である事業主が負担する。一方、中退共制度により退職金が

支給される場合は、被共済者である労働者が退職したときは本人（退職

が死亡によるものであるときは、その遺族）に支給され、共済契約者で

ある事業主に支給されることはない。

Ｅ 事業主は、賃確法第�条の規定に基づき、退職手当の全額について保全

措置を講じなければならない。

〔問 ４〕 次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ サービス産業の国民経済に占める比重が、経済の発展につれて増大する

ことは、ペティの法則によって明らかにされたが、このペティの経験法

則を、パーキンソンは、国際的かつ長期間にわたる膨大なデータの収

集・整理に基づく統計的観察から帰納的に導いた。このことからペ

ティ・パーキンソンの法則ともいわれる。

Ｂ 厚生労働省の平成１４年産業労働事情調査結果報告書（サービス業就業実

態調査）で、就業形態別の労働者数の割合を調査業種計でみると、一般

社員が最も多く、次いでパートタイマー、その他の社員、契約社員、派

遣労働者の順となっている。また、就業形態別の労働者数の変動状況を

�年前と比べて「増えた」、「ほぼ同じ」、「減った」でみると、調査業種計

ではすべての就業形態で「ほぼ同じ」とする事業所の割合が最も高いが、

パートタイマー、その他の社員、契約社員、派遣労働者では「増えた」割

合が「減った」割合を大きく上回っているものの、一般社員ではわずかに

上回るにとどまっている。

Ｃ 事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等のための措置に関す

る指針は、平成１５年に改正され、事業主が講ずべき短時間労働者の雇

用管理の改善等のための措置を講ずるに当たっての基本的考え方が示さ

れたほか、通常の労働者への転換に関する条件の整備等事業主が講ずべ

き適切な措置が一部追加された。
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Ｄ 厚生労働省の平成１６年版雇用管理調査によると、フリーターを正社員

として採用する場合のフリーターであったことをマイナスに評価する理

由で最も多いのは「根気がなくいつ辞めるかわからない」で�割を超えて

いる。次いで「責任感がない」、「職業に対する意識などの教育が必要」、

「年齢相応の技能、知識がない」、［組織になじみにくい」の順になってい

る。

Ｅ 政府は、高い若年失業率、増加するフリーターや無業者といった若年失

業問題の重要性に鑑み、平成１５年�月に取りまとめた「若者自立・挑戦

プラン」を強化することとし、平成１６年�月に、内閣官房長官を新たに

加えた関係�閣僚（内閣官房長官、文部科学大臣、厚生労働大臣、経済

産業大臣及び経済財政政策担当大臣）による「若者自立・挑戦戦略会議」

において「若者自立・挑戦プランの強化の基本的方向」を取りまとめた。

〔問 ５〕 雇用管理者等に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律及び同法施行規則によ

り、短時間労働者を、常時１０人以上雇い入れた事業主は、短時間雇用

管理者を選任するよう努めるものとされている。

Ｂ 介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律の適用を受ける事業主は、

雇用する介護労働者について、労働環境の改善、教育訓練の実施、福利

厚生の充実その他の雇用管理の改善を図るために、必要な措置を講じ、

福祉の増進に努めるものとされている。

Ｃ 外国人労働者の雇用・労働条件に関する指針によれば、事業主は、外国

人労働者を常時１０人以上雇用するときは、人事課長等を外国人労働者

の雇用労務に関する責任者として選任するものとされている。

Ｄ 家内労働法及び同法施行規則によれば、委託者は家内労働者に仕事を委

託するときは、委託者の氏名、営業所の名称・所在地、工賃の単価、工

賃の支払期日など工賃の支払い方法その他の委託条件等を明らかにした

文書を委託に係る物品の提供後すみやかに交付しなければならないとさ

れている。
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Ｅ 建設労働者の雇用の改善等に関する法律によれば、建設労働者を雇用し

て建設事業を行う事業主は、建設労働者を雇用して建設事業を行う事業

場ごとに、同法第�条第�項各号に規定する事項（建設労働者の募集、

雇入れ及び配置に関すること等）のうち、当該事業場において処理すべ

き事項を管理させるため、雇用管理責任者を選任しなければならないと

されている。

〔問 ６〕 児童手当法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 支給額の算定などにあたっての児童の定義は、１８歳に達する日以後の

最初の�月３１日までの間にある者である。

Ｂ 児童手当に要する費用の市町村負担割合は、被用者に対する児童手当の

場合は１０分の０．５、被用者でない者に対する児童手当の場合は�分の

�である。

Ｃ 児童手当の支給を受ける権利及び拠出金その他児童手当法の規定による

徴収金を徴収し、又はその還付を受ける権利は、�年を経過したとき

は、時効によって消滅する。

Ｄ 偽りその他不正の手段により児童手当の支給を受けた者は、�年以下の

懲役又は３０万円以下の罰金を処せられる。ただし、刑法に正条がある

ときは刑法による。

Ｅ 児童手当は、月を単位として支給するものとし、その額は児童手当の支

給要件に該当する受給資格者である児童のすべてが�歳に満たない児童

である場合の児童手当の額は第�子及び第�子の場合、�人につき月額

５，０００円、第�子以降は、�人につき月額�万円である。

〔問 ７〕 介護保険法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 介護認定審査会の委員は、要介護者等の保健、医療又は福祉に関する学

識経験を有する者のうちから、都道府県知事が任命する。

Ｂ 都道府県は、介護保険事業の円滑な実施を確保するための基本指針を定

め、市町村はこの基本指針に即して�年ごとに�年を一期とする市町村

介護保険事業計画を定める。
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Ｃ 介護保険の保険給付は、介護給付と予防給付の�種類である。

Ｄ 介護保険では居宅介護サービス費の１００分の７０に相当する額が支給さ

れるので、残りの１００分の３０は利用者負担として利用者が直接事業者

に支払う。

Ｅ 市町村は、政令で定めるところにより、その一般会計において、介護給

付及び予防給付に要する費用の額の１００分の１２．５に相当する額を負担

する。

〔問 ８〕 社会保険労務士法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 社会保険労務士は、社会保険労務士名簿に登録を受けた事項に変更を生

じたときは、遅滞なく、変更の登録を申請しなければならない。

Ｂ 全国社会保険労務士会連合会は、社会保険労務士の登録を受けた者が、

�年以上継続して所在が不明であるときは、同連合会に設置されている

資格審査会の議決に基づき、当該登録を取り消すことができる。

Ｃ 他人の求めに応じ報酬を得て、社会保険労務士の業務を業として行う開

業社会保険労務士は、その業務を行うための事務所を二以上設けてはな

らない。ただし、特に必要がある場合において厚生労働大臣の許可を受

けたときはこの限りではない。

Ｄ 開業社会保険労務士は、正当な理由がある場合でなければ、あっせん代

理に関するものを除いて、依頼を拒んではならない。

Ｅ 社会保険労務士に対する懲戒処分は、戒告及び失格処分（社会保険労務

士の資格を失わせる処分）の�種類である。

〔問 ９〕 我が国の企業年金に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 確定給付企業年金法では、確定給付企業年金の形態として規約型企業年

金と基金型企業年金が規定されている。

Ｂ 確定給付企業年金法では、年金給付の支給期間及び支払期月は、政令で

定める基準に従い規約で定めるところによる。ただし、終身又は�年以

上にわたり、毎年�回以上定期的に支給するものでなければならない、

と規定している。
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Ｃ 確定給付企業年金法では、政令で定める場合を除き、確定給付企業年金

は、一の厚生年金適用事業所について一に限り実施することができる、

と規定している。

Ｄ 確定拠出年金法では、企業型と個人型および折衷型の�種の確定拠出年

金を規定している。

Ｅ 確定拠出年金法では、企業型記録関連運営管理機関等は、毎年少なくと

も�回、企業型年金加入者等の個人別管理資産額その他厚生労働省令で

定める事項を当該企業型年金加入者等に通知しなければならない、と規

定している。

〔問 １０〕 社会保険審査官及び社会保険審査会法に関する次の記述のうち、誤ってい

るものはどれか。

Ａ 社会保険審査官は、厚生労働省の職員のうちから厚生労働大臣が任命

し、その定数は１０２人とする。

Ｂ 社会保険審査官は決定をしたときは、すみやかに、事件につき提出され

た文書その他の物件をその提出人に返還しなければならない。

Ｃ 社会保険審査会の委員長及び委員の任期は�年とし、補欠の委員長及び

委員の任期は前任者の残任期間とする。

Ｄ 社会保険審査会は、委員長及び委員�人をもって組織する。

Ｅ 社会保険審査会の会務の処理（再審査請求又は審査請求の事件の取扱い

を除く。）は、委員長及び委員の全員の委員会議の議決によるものとす

る。
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〔問 １〕 健康保険組合に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 健康保険組合の理事長は、組合会が成立しないとき、組合会の議決を経

なければならない事項で緊急に行う必要があるものを処分することがで

きるが、その場合には、次の組合会においてこれを報告し、その承認を

求めなければならない。

Ｂ 健康保険組合は、合併しようとするときは、組合会において組合会議員

の定数の�分の�以上の多数により議決し、厚生労働大臣の認可を受け

なければならない。

Ｃ 財政が窮迫状態にあるため、厚生労働大臣の指定を受けた健康保険組合

は、指定の日の属する年度の翌年度を初年度とする�ヵ年間の財政の健

全化に関する計画を定め、厚生労働大臣の承認を受けなければならな

い。

Ｄ 健康保険組合は、毎年度末日において、少なくとも当該年度及びその直

前の�ヵ年度内において行った保険給付に要した費用の額の�年度当た

りの平均額の１２分の�に相当する額に達するまで、当該年度の剰余金

を準備金として積み立てなければならない。

Ｅ 健康保険組合が組合債の利率を引き下げる場合は、遅滞なくその旨を厚

生労働大臣に届け出なければならない。

〔問 ２〕 健康保険の適用事業所に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 適用事業所が、強制適用事業所の要件に該当しなくなり、任意適用の認

可を受けようとするときは、被保険者となるべき従業員の�分の�以上

の同意を得たことを証する書類を添付した任意適用申請書を提出しなけ

ればならない。

健 康 保 険 法
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Ｂ 適用事業所の事業主は、廃止、休止その他の事情により適用事業所に該

当しなくなったときは、�週間以内に、所定の事項を記載した届書に、

雇用保険適用事業所廃止届事業主控の写又は解散登記の記載がある登記

簿謄本の写を添付して社会保険事務所長若しくは社会保険事務局長又は

健康保険組合に提出しなければならない。

Ｃ 二以上の適用事業所の事業主が同一であって、当該事業主が厚生労働大

臣の承認を受けて、当該二以上の事業所を一の適用事業所としている場

合であっても、一括適用となっている二以上の事業所の従業員である被

保険者が都道府県をまたいで転勤したときは、被保険者資格の取得・喪

失の手続きが必要である。

Ｄ 健康保険法にいう保険医療機関は設置者や従業員数によって強制適用事

業所となりうるが、生活保護法にいう救護施設、身体障害者福祉法にい

う身体障害者更生施設は強制適用事業所となりえない。

Ｅ 任意適用事業所の取消しの認可を受けようとするときは、当該事業所の

事業主は申請書に、被保険者の�分の�以上の同意を得たことを証する

書類を添付して、社会保険事務所長・社会保険事務局長又は地方厚生局

長・地方厚生支局長に提出することによって行う。

〔問 ３〕 保険料に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 任意継続被保険者又は特例退職被保険者が、将来の一定期間の保険料を

前納しようとするときは、前納しようとする額を前納に係る期間の初月

の前月末日までに払い込まなければならない。

Ｂ 政府管掌健康保険においては、社会保険庁長官が、一般保険料率がおお

むね�年間、財政の均衡を保つことができるものとなっているかどうか

について、少なくとも�年ごとに確認し、その結果を厚生労働大臣に報

告しなければならない。

Ｃ 前月から引き続き任意継続被保険者である者が、監獄、労役場その他こ

れらに準ずる施設に拘禁されたときは、その翌月以後拘禁が解かれた月

の前月までの期間、保険料を徴収しない。
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Ｄ 保険料納付義務者が、破産手続き開始の決定を受けたときは、健康保険

組合は、納付義務者に納入の告知をしなくても、保険料の繰上徴収を行

うことができる。

Ｅ 保険料納付義務者が保険料を滞納するときは、保険者は健康保険法施行

規則に定められた様式の督促状によって督促しなければならないが、納

付義務者が公課の滞納によって滞納処分を受けるときは、保険料の督促

を口頭で行うことができる。

〔問 ４〕 保険給付に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 被扶養者が指定訪問看護を受け、保険者が必要と認めたときは、被保険

者に対して家族訪問看護療養費が支給される。

Ｂ 指定訪問看護は、末期の悪性腫瘍など厚生労働大臣が定める疾病等を除

き、利用者�人につき週�日を限度としている。

Ｃ あんま、はり、きゅうに係る健康保険の初回の療養費支給申請について

は、緊急その他やむを得ない場合を除いては、医師の同意書または診断

書を添付する必要がある。

Ｄ 高額療養費の支給回数は、健康保険組合の被保険者から政府管掌健康保

険の被保険者に変わった場合には通算されない。

Ｅ 入院時食事療養費の標準負担額は、�日について７８０円であるが、市町

村民税の非課税者は、�日につき６５０円（入院日数が９０日を超える者は

５００円）に減額される。

〔問 ５〕 併給調整、給付制限等に関する次の記述のうち、誤っているものはどれ

か。

Ａ 妊娠�カ月を過ぎてから、業務上の事故により流産した場合、健康保険

から出産育児一時金が支給される。

Ｂ 介護保険における訪問看護ステーションからの訪問看護を受けている者

が、急性増悪等により、特別指示書に係る指定訪問看護を受ける場合の

給付は、医療保険から行われる。

― ３７ ― ◇Ｍ２（３０３―４９）



Ｃ 日雇特例被保険者の本人給付と一般の被保険者の家族給付とが競合する

ときは、一般被保険者の家族給付が優先し、日雇特例被保険者の本人給

付が行われることはない。

Ｄ 被保険者が泥酔状態で他人を殴打し、殴打された者に殴り返されて負傷

し、治療を受けた場合には、療養の給付等の全部または一部が行われな

いことがあるが、数日後に仕返しを受け、負傷した場合の治療について

は、療養の給付等が行われる。

Ｅ 災害救助法の規定により、被災者の医療について公費負担が行われた時

は、その限度において健康保険の保険給付は行われない。

〔問 ６〕 現金給付に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 高額療養費の対象となる費用については、平成１２年の法改正により、

療養に必要な費用の負担が家計に与える影響に加え、療養に要した費用

も考慮して定めることとされ、食事療養に要した費用も含まれることと

なった。

Ｂ 任意継続被保険者の資格を喪失した後も傷病手当金の継続支給を受けて

いた者が、その給付を受けなくなった日後�カ月以内に死亡した場合に

は、埋葬料が支給される。

Ｃ 適用事業所に使用される常勤職員であって傷病手当金の支給を受けるこ

とができる者が、老齢基礎年金と老齢厚生年金の支給を受けることがで

きるときは、老齢基礎年金と老齢厚生年金の合算額を３６０で除して得た

額が、傷病手当金の日額より少ないときは、その差額が傷病手当金とし

て支給される。

Ｄ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律に規定する介護休業期間中について、介護休業手当など、報酬と認め

られる諸手当を受給しながら介護休業を取得しているときに病気をした

場合は、傷病手当金は支給されない。
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Ｅ 保険者は、偽りその他不正行為によって保険給付を受けようとした者に

対して、�カ月以内の期間を定め、その者に対する傷病手当金の全部又

は一部の支給を制限することができる。ただし、偽りその他の不正行為

があった日から�年を経過したときは、この限りではない。

〔問 ７〕 次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 保険医療機関が不正の行為によって、保険者から療養の給付等に関する

費用の支払いを受けたときは、保険者は当該保険医療機関に対して、そ

の支払った額につき返還させるほか、その額に１００分の４０を乗じた額

を支払わせることができる。

Ｂ 保険医療機関は、療養の給付の担当に関する帳簿及び書類その他の記録

をその完結の日から�年間保存しなければならない。ただし、患者の診

療録にあっては、その完結の日から�年間となっている。

Ｃ 保険医療機関の指定・指定取消、保険医の登録・登録取消、特定承認保

険医療機関の承認に係る厚生労働大臣の権限、保険医療機関等の指導、

質問・検査・報告等に係る厚生労働大臣の権限は、地方社会保険事務局

長に委任されている。

Ｄ 健康保険の保険者には政府と健康保険組合があるが、日雇特例被保険者

の保険の保険者は政府のみである。

Ｅ 被保険者数が�人未満である適用事業所に所属する法人の代表者であっ

て、一般の従業員と著しく異ならないような労務に従事している者につ

いては、その者の業務遂行の過程において業務に起因して生じた傷病に

関しては、健康保険による療養の給付が行われない。

〔問 ８〕 次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ ７５歳の被保険者及びその被扶養者について厚生労働省令で定めるとこ

ろにより算定した収入の額が６３７万円に満たない場合であっても、標準

報酬月額が２８万円以上の場合における一部負担金は、療養の給付に要

する費用の額の１００分の２０である。
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Ｂ 特定療養費の支給対象となる治験は、患者に対する情報提供を前提とし

て、患者の自由な選択と同意がなされたものに限られる。したがって、

治験の内容を患者等に説明することが医療上好ましくないと認められる

場合は、特定療養費の支給対象とならない。

Ｃ 交通事故等のやむを得ない理由により保険診療を行わない医療機関で診

療を受けた場合の療養費の額は、当該療養に要した費用の額から一部負

担金の額を控除した額及び食事の療養に要する費用から標準負担額を控

除した額で統一されている。

Ｄ 法人の代表者または業務執行者については、法人に使用される者ではな

いので、法人から報酬を受けている場合であっても、被保険者として扱

うことはできない。

Ｅ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律に規定する育児休業とこれに準じて子が�歳になるまで取得される休

業の期間中も被保険者資格は存続するものであり、事業主がその旨を保

険者に申し出た場合であっても、この期間内において、事業主はその被

保険者の保険料を納付しなければならない。

〔問 ９〕 健康保険の被扶養者に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 被保険者は、被扶養者を有するとき、又は被扶養者を有するに至ったと

きは、�日以内に、被扶養者届を社会保険事務所長・社会保険事務局長

又は健康保険組合に提出しなければならない。

Ｂ 被保険者と別世帯にある被保険者の孫であっても、主として被保険者に

よって生計を維持している者は被扶養者とされる。

Ｃ 被保険者の配偶者の祖父母であっても、被保険者と同一の世帯に属し、

主としてその被保険者によって生計を維持している者は被扶養者とされ

る。
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Ｄ 被扶養者の認定対象者が被保険者と同一世帯に属している場合、認定対

象者の年間収入が１３０万円未満（認定対象者が６０歳以上の者である場合

又は概ね厚生年金保険法による障害厚生年金の受給要件に該当する程度

の障害者である場合にあっては１８０万円未満）であって、かつ被保険者

の年間収入の�分の�未満である場合は、原則として被扶養者に該当す

るものとされる。

Ｅ 政府管掌健康保険における夫婦共同扶養の場合における被扶養者の認定

については、年間収入の多い方の被扶養者とすることを原則とするが、

年間収入の少ない方の被扶養者とする旨の届出があった場合でも、当該

家計の実態等に照らし、主として年間収入の少ない方により生計を維持

している者と認められるときは、年間収入の少ない方の被扶養者として

認定してよいこととされている。

〔問 １０〕 健康保険の移送費に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 移送費は、通院など緊急的、一時的とは認められないときは支給されな

い。

Ｂ 医師、看護師等付添人の交通費は対象にならない。

Ｃ すべての医療を私費による自由診療として受けた場合であっても、移送

費の支給対象になる。

Ｄ 移送費の支給を受けようとする者は、医師又は歯科医師の意見書及び移

送に要した費用の額を証明する書類を添付して、事業主に申請書を提出

しなければならない。

Ｅ 移送に要した費用のうち、原則として�割を被保険者が負担する。
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〔問 １〕 次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 適用事業所に使用され被保険者の資格を取得してから�年後に被保険者

の種別が変わった者の場合について、その者の種別が変わってから�年

後に届出て種別変更の確認を得た後、さらに１４年就業したとき、その

者の年金額の計算に係る被保険者期間は２３年である。

Ｂ 法人の理事についてはその法人から労務の対償として報酬を受けている

ときは、被保険者となるが、個人事業所の事業主や法人でない組合の組

合長は被保険者となることはできない。

Ｃ 脱退一時金の額の計算に用いる支給率は、最後に被保険者の資格を喪失

した日の属する月の前月（資格喪失した月において資格を取得し、その

資格を喪失したときは除く）を最終月とし、当該月の属する年の前年１０

月の保険料率（最終月が�月から�月までの場合にあっては、前々年の

１０月の保険料率）に�分の�を乗じて得た率に、被保険者期間の区分に

応じた数を乗じて得た率（小数点以下�位未満の端数を四捨五入する）と

する。

Ｄ 老齢厚生年金の受給権者が被保険者であって、当該者がその前月以前の

月に属する日から引き続き被保険者資格を有する場合においては、当該

年金に係る基本月額と総報酬月額相当額に基づき年金額の調整が行われ

るが、被保険者資格を喪失した者であって、当該者がその月以前の月に

属する日から引き続き被保険者資格を有していた場合においては、年金

額の調整は行われない。

Ｅ 従前額保障等により、平均標準報酬月額及び平均標準報酬額に平成１２

年改正時の再評価率を使用する場合、平成１７年�月以降の再評価率

は、０．９２６を、前年度の物価変動率に�年度前の賃金変動率を乗じて得

た率で除して得た率を基準にして、政令で定める。

厚 生 年 金 保 険 法
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〔問 ２〕 次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 業務上の傷病により障害等級に該当する程度の障害の状態にある場合

に、当該傷病により労働基準法第７７条の規定による障害補償を受ける

権利を取得したときは、障害厚生年金は�年間、その支給が停止される

が、労働者災害補償保険による障害補償年金を受ける権利を取得したと

きは、障害厚生年金は支給停止とはならない。

Ｂ 初めて適用事業所となった事業所の事業主及び船舶の船舶所有者は、当

該事実があった日から�日以内に社会保険事務所長等に対して所定の届

出をしなければならない。

Ｃ 同一の事業主による二以上の適用事業所（船舶を除く）は社会保険庁長官

の承認を受けて一の適用事業所となることができるが、この承認があっ

たときは、当該二以上の事業所は適用事業所ではなくなったとみなされ

る。

Ｄ 被保険者が同時に二の適用事業所に使用される場合において、一が船舶

で他が船舶以外の事業所のときは、当該被保険者に係る保険料の半額を

負担し納付する義務を負うのは船舶の所有者であり、他の事業所は保険

料の負担及び納付義務を負わなくて良い。

Ｅ 被保険者又は被保険者であった者が正当な理由なくて療養に関する指示

に従わなかったことにより障害の回復を妨げたときは、保険給付の全部

又は一部を行わないことができ、また、その者が障害厚生年金の受給権

者であった場合には、現に該当する障害等級以下の障害等級に該当する

ものとして給付額の改定を行うことができる。

〔問 ３〕 厚生年金基金に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 厚生年金基金が支給する遺族給付金の受給権者がその者の妻と妹である

者について、受給権者である妻が死亡した場合に、規約に定めがあると

きは、当該受給権者の次順位である妹に遺族給付金を支給することがで

きる。
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Ｂ 特別支給の老齢厚生年金の一部が支給停止されている基金の加入員につ

いて、当該加入員に支給する老齢年金の代行部分を超える部分の支給を

停止することができる。

Ｃ 年金給付積立金の額が最低積立基準額を著しく下回り、�年連続した事

業年度の年度の末日における年金給付金の額が責任準備金相当額の１０

分の�を下回る基金で、厚生労働大臣の指定を受けたものは、指定日の

属する年度の翌年度を初年度とし、�年間の期間で財政の健全化に関す

る計画を定め、厚生労働大臣の承認を得なければならない。

Ｄ 厚生年金基金及び厚生年金基金連合会に規定する厚生労働大臣の権限の

うち、厚生年金基金に係るものは、その一部を地方厚生局長に委任する

ことができる。また、地方厚生局長に委任された権限は、地方厚生支局

長に委任することができる。

Ｅ 平成１７年�月�日前に設立した厚生年金基金であって、当該基金が事

業の継続の不能を理由とし、厚生労働大臣の認可を得て解散しようとす

る特定基金は、平成１７年�月�日から起算して�年を経過する日まで

の間に限り、責任準備金相当額の減額を厚生労働大臣に申出ることがで

きる。

〔問 ４〕 次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 遺族厚生年金の受給権者が指定日に提出する現況の届書に添付すべき書

類のうち、社会保険庁長官が指定する者が提出しなければならない医師

又は歯科医師の診断書は、指定日前�月以内に作成されたものでなけれ

ばならない。

Ｂ 総報酬制の導入に伴い、平成１５年�月からの保険料は各被保険者種別

毎に引き下げられたが、基金の加入員を除く全ての被保険者の保険料率

は、その種別にかかわらず平成１６年１０月から毎年引き上げられ、平成

２９年�月以降は全ての被保険者の保険料率が１０００分の１８３．００にな

る。
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Ｃ 一の適用事業所の事業主が他の適用事業所の事業主と業務、資本その他

について密接な関係を有するものとして厚生労働省令で定める要件に該

当する場合にあっては、合算して常時１，０００人以上の被保険者数がある

ときに、共同して基金を設立することができる。

Ｄ 被保険者の標準報酬月額の最高等級及びその額は第３０級６２万円であ

り、この基準となる報酬月額の上限は６０５，０００円以上であるが、毎年�

月３１日における全被保険者の標準報酬月額を平均した額の１００分の

２００に相当する額が最高等級の額を超える場合において、その状態が継

続すると認められるときは、その年の�月�日から、健康保険法に規定

する標準報酬月額の等級区分を参酌して、政令により更に上の等級を加

える改定を行うことができる。

Ｅ 保険給付の受給権者が裁定請求を行う前に死亡したときは、その者の死

亡の当時生計を同じくしていた姉と妹がいる場合には、そのどちらか一

方が自己の名で未支給の保険給付を請求することができる。

〔問 ５〕 次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ すでに退職した６８歳の老齢厚生年金の受給権者が、再就職して被保険

者となったがその月に退職して資格を喪失した場合は、当該月について

総報酬月額相当額と基本月額との合計が支給停止調整額を超えるときで

あっても年金額は改定されない。

Ｂ 老齢厚生年金の額の全部につき支給が停止されている場合を除き、老齢

厚生年金の受給権者が正当な理由なくして毎年提出すべき現況届書及び

これに添えるべき書類を提出しないときは、老齢厚生年金の支払を一時

差止めることができるが、差止事由が消滅したときは差止分の支給を受

けることができる。
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Ｃ ６０歳代前半の在職者に適用される特別支給の老齢厚生年金の支給停止

額の計算において、当該被保険者の基本月額が支給停止調整開始額以下

であり、かつ総報酬月額相当額が支給停止調整変更額を超えるときは、

支給停止調整変更額と基本月額との合計額から支給停止調整開始額を控

除して得た額に�分の�を乗じて得た額に、総報酬月額相当額から支給

停止調整変更額を控除して得た額を加えた額が、支給停止される。

Ｄ 被保険者であった平成１３年�月�日に初診日がある傷病により、被保

険者資格喪失後の平成１７年�月�日に死亡した者について、死亡日の

前日において保険料納付要件を満たしている場合には、その者の遺族に

対して遺族厚生年金が支給される。

Ｅ 昭和２０年�月�日生まれの被保険者に支給される特別支給の老齢厚生

年金の定額部分の額は、１，６２８円に老齢基礎年金の改定率、当該被保険

者の乗率１．０３２及び４８０月を上限とする被保険者期間の月数を乗じて得

た額として計算される。

〔問 ６〕 次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 昭和４０年�月�日生まれの坑内員たる被保険者期間を１５年有する被保

険者が老齢基礎年金の受給資格を満たした後は、６０歳以降６５歳に達す

る前に社会保険庁長官に老齢厚生年金の支給繰上げの請求をすることが

できる。

Ｂ 適用事業所に使用される７０歳以上の障害給付を受けている者であっ

て、その者が適用除外に該当しないときは、事業主の同意が得られなく

ても社会保険庁長官の認可を得ることにより被保険者となることができ

る。

Ｃ 同時に厚生年金基金の設立事業所と設立事業所以外の事業所に使用され

る被保険者が、設立事業所に係る基金に加入員辞退の申し出をしないま

まに１０日を経たときは、基金の加入員にはなれない。
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Ｄ 社会保険庁長官が記録し備えるべき被保険者に関する事項には、被保険

者の氏名、生年月日、資格の取得及び喪失の年月日、標準報酬月額及び

標準賞与額及び賞与の支払年月日等についての事項が該当する。

Ｅ 国庫の負担による基礎年金拠出金の額は、平成１７年度においては基礎

年金拠出金の額の�分の�に、�分の�に１０００分の１１を乗じた額を加

えて得た額である。

〔問 ７〕 遺族厚生年金に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 遺族厚生年金に加算される中高齢の寡婦加算の額は、生年月日等にかか

わらず老齢基礎年金の額の�分の�相当額であり、経過的寡婦加算の額

は中高齢寡婦加算の額から老齢基礎年金の満額にその妻の生年月日に応

じた率を乗じて得た額を控除した額である。

Ｂ 夫婦とも被保険者であり、妻が死亡した場合に死亡当時夫婦の収入に

よって生計を維持されていた障害等級に該当しない１８歳未満の子及び

６０歳以上の母がいる場合、当該子が受給権者となったときは、その者

が１８歳に達する日以降の最初の�月３１日を終了して失権しても、６０

歳以上の母は受給権者となることはできない。

Ｃ 被保険者の死亡当時その者によって生計を維持していた５５歳以上の養

父母及び死亡前に直系血族の者の養子となっている子や孫で、１８歳に

達する日後の最初の�月３１日にまでの間にあるか又は２０歳未満で障害

等級�級若しくは�級に該当する者は、遺族厚生年金の受給資格者とな

ることができる遺族である。

Ｄ 老齢厚生年金の受給権者の死亡により支給される遺族厚生年金の額の計

算において、計算の基礎となる被保険者期間の月数に３００月の最低保障

は適用されないが、給付乗率については生年月日に応じた乗率が適用さ

れる。
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Ｅ 妻と子に遺族厚生年金の受給権が発生した場合において、妻と子が生計

を同一にしていないときは子に対してのみ遺族基礎年金が支給される

が、子の所在が�年以上不明のときは子の遺族厚生年金が支給停止され

るため、妻に対して遺族厚生年金が支給される。

〔問 ８〕 育児をする被保険者に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 子が�歳に達するまでの育児休業もしくは育児休業の制度に準ずる措置

の期間中について、保険料が免除される。

Ｂ 保険料の免除の始期は育児休業等を開始した日の属する翌月で、終期は

育児休業等が終了する日の翌日の属する月である。

Ｃ 育児休業等を終了した被保険者が、�歳未満の子を養育している場合に

は、社会保険庁長官に申出を行えば、育児休業等の終了日の翌日の属す

る月以後�か月間の報酬月額の平均が標準報酬月額とされる。

Ｄ 育児休業終了時改定によって改定された標準報酬月額は、その育児休業

等の終了日の翌日から起算して�か月を経過した日の属する月の翌月か

ら、次回の定時決定までの各月の標準報酬月額とされる。

Ｅ �歳未満の子を養育する期間中の各月の標準報酬月額が、子の養育を開

始した月の前月の標準報酬月額を下回る場合には、被保険者の申出に基

づいて、年金額の計算に際しては、その標準報酬月額が低下した期間に

ついては、従前の標準報酬月額がその期間の標準報酬月額とみなされ

る。

〔問 ９〕 厚生年金保険の不服申し立てに関する次の記述のうち、誤っているものは

どれか。

Ａ 厚生年金保険における被保険者の資格、標準報酬又は保険給付に関する

処分についての不服がある者は、その処分のあったことを知った日の翌

日から起算して６０日以内に社会保険審査官に審査請求を行うことがで

きる。
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Ｂ 社会保険審査官の決定に不服がある者は、決定書の謄本が送付された日

の翌日から起算して６０日以内に社会保険審査会に再審査請求をするこ

とができる。

Ｃ 社会保険審査官に審査請求をしてから３０日経過してもなお社会保険審

査官の決定がないときは、社会保険審査官が審査請求を棄却したものと

みなして、社会保険審査会に再審査請求ができる。

Ｄ 保険料その他厚生年金基金に関するもの以外の徴収金の賦課、徴収等に

不服がある者は、社会保険審査会に対して審査請求することができる。

Ｅ 裁判所への訴えは、社会保険審査会の裁決を経た後でなければ提起でき

ない。

〔問 １０〕 定額部分と報酬比例部分の合計額が支給される者に関する次の記述のう

ち、正しいものはどれか。

Ａ 被保険者でなく、かつ傷病により障害等級に該当する程度の障害の状態

にあるとき。

Ｂ 被保険者でなく、かつ被保険者期間が４３年以上あるとき。

Ｃ 坑内員としての被保険者であった期間と船員としての被保険者であった

期間とを合算した期間が１２年以上あるとき。

Ｄ ６５歳未満の女子であって昭和２０年�月�日以前に生まれた者であると

き。

Ｅ 昭和２０年�月�日から昭和２２年�月�日までの間に生まれた男子が

６２歳に達したとき。
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〔問 １〕 被保険者に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 第�号被保険者が日本国内に住所を有しなくなった場合、その者が日本

国内に住所を有しなくなった日の属する月以降の保険料を前納している

ときは、日本国内に住所を有しなくなった日に任意加入被保険者となる

申出をしたものとみなされる。

Ｂ 日本国籍を有する者で、日本国内に住所を有しない２０歳以上６５歳未満

の任意加入被保険者が、日本国内に住所を有するに至ったときは、その

日に被保険者の資格を喪失する。

Ｃ 被保険者でなかった者が第�号被保険者となった場合、６０歳までに老

齢基礎年金の受給期間を満たす見込みがないときは、資格取得日から

６０日以内に社会保険庁長官に任意脱退の承認の申請を行い、第�号被

保険者となった日にさかのぼって被保険者とならなかったものとするこ

とができる。

Ｄ 昭和４０年�月�日以前に生まれた任意加入被保険者が６５歳に達した場

合に、老齢又は退職を支給事由とする年金給付の受給権を有しないとき

は、特例による任意加入の申出があったものとみなされる。

Ｅ ６０歳未満で被用者年金各法に基づく老齢給付等を受けることができる

者は、被扶養配偶者であっても、第�号被保険者とならない。

〔問 ２〕 次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 年金給付は毎年�月、�月、�月、�月、１０月及び１２月の�期に、そ

れぞれの前月までの分を支払い、旧国民年金法による年金たる給付も同

様に年�回払いであるが、旧法の老齢福祉年金の支払期月は、�月、�

月及び１２月（請求があったときは１１月）の年�回である。

Ｂ 保険料滞納について督促した場合、納期限の翌日から徴収金完納又は財

産差押の日の前日までの日数につき年１４．６％の延滞金を徴収するが、

延滞金の金額が５０円未満であるときは、延滞金は徴収しない。

国 民 年 金 法
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Ｃ 国民年金原簿は、社会保険庁長官が、共済組合の組合員等を含む被保険

者全員について、その資格を取得した日、喪失した日及び保険料の納付

状況等を記録するために作成される。

Ｄ 老齢福祉年金の受給権者は、老齢福祉年金の額全部につき支給を停止さ

れているとき等の場合を除き、老齢福祉年金所得状況届を毎年�月１１

日から�月１０日までの間に地方社会保険事務局長に提出しなければな

らない。

Ｅ 老齢厚生年金等の加給年金額の計算の基礎となっていた配偶者が、６５

歳に到達して老齢基礎年金の受給権を取得したときは、当該老齢基礎年

金の額にその者の生年月日に応じて政令で定める率を乗じて得た額を加

算する特例が設けられている。

〔問 ３〕 次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 死亡した夫が旧国民年金法による障害福祉年金の受給者であった場合、

寡婦年金は支給されない。

Ｂ 脱退一時金の額は、付加保険料を�年以上納付している場合には、一律

８，５００円が加算される。

Ｃ 遺族基礎年金又は死亡一時金について、被保険者又は被保険者であった

者を故意に死亡させた者には支給されず、また被保険者が自殺した場合

にも支給されない。

Ｄ 障害の程度が厚生年金保険法第４７条第�項に規定する障害等級に該当

しなくなって、�年経過したときはすべて障害基礎年金の受給権は消滅

する。

Ｅ 夫の死亡当時、夫によって生計を維持され夫との婚姻関係が継続して

１０年以上ある妻については、夫の死亡当時、年齢が６０歳未満であって

も寡婦年金の受給権は発生するが、支給開始は６０歳に達した日の属す

る月の翌月からである。
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〔問 ４〕 老齢基礎年金の繰上げ、繰下げ支給に関する次の記述のうち、誤っている

ものはどれか。

Ａ 繰上げ支給による老齢基礎年金は、昭和１６年�月�日以前に生まれた

受給権者が第�号被保険者になったときは、その間支給が停止される。

Ｂ 特別支給の老齢厚生年金の支給を受けていた者は、老齢基礎年金の繰下

げ請求をすることはできない。

Ｃ 繰上げ支給の老齢基礎年金の受給権者は、２０歳前の障害に基づく事後

重症による障害基礎年金の裁定請求をすることはできない。

Ｄ 昭和１６年�月�日以前に生まれた第�号被保険者は、老齢基礎年金の

支給の繰上げの請求をすることはできない。

Ｅ ６５歳に達した日以後、老齢基礎年金の受給権を取得した場合、その取

得の日から起算して�年を経過する日前に、当該老齢基礎年金を請求し

ていなければ、その老齢基礎年金の支給繰下げの申出をすることができ

る。

〔問 ５〕 国民年金基金に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 国民年金基金は、代議員の定数の�分の�以上の多数による代議員会の

議決により解散しようとするときは、厚生労働大臣の認可を受けなけれ

ばならない。

Ｂ 国民年金基金連合会の評議員は、会員である基金の理事長において互選

し、その者の任期は�年を超えない範囲内で規約の定める期間とする。

Ｃ 国民年金基金が支給する一時金は、少なくとも、当該基金の加入員又は

加入員であった者が死亡した場合に、その遺族が遺族基礎年金を受けた

ときには、その遺族に支給されるものでなければならない。

Ｄ 国民年金基金は加入員の脱退に関し、一時金の支給を行うことはできな

いが、国民年金基金連合会を設立して、国民年金基金の加入員期間が

１５年未満の中途脱退者に年金又は一時金を支給することができる。
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Ｅ 繰上げ支給の老齢基礎年金の受給権者に対し、国民年金基金が支給する

年金額は、２００円に納付された掛金に係る当該基金の加入員であった期

間の月数を乗じて得た金額を超えるものでなければならない。

〔問 ６〕 次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 老齢基礎年金及び付加年金については、租税その他の公課を課すことが

でき、またその給付を受ける権利を国税滞納処分により差し押さえるこ

とができる。

Ｂ 死亡した者が旧国民年金法の母子福祉年金又は準母子福祉年金から裁定

替えされた遺族基礎年金の支給を受けていたときは、死亡一時金は支給

されない。

Ｃ 旧国民年金法又は、旧厚生年金保険法による障害年金の受給権を有して

いたことがある者について事後重症による障害基礎年金は支給されな

い。

Ｄ 旧国民年金法による障害年金の受給権者に対して更に障害基礎年金を支

給すべき事由が生じた場合には、併合された障害の程度による障害基礎

年金が支給され、従前の障害年金の受給権は消滅する。

Ｅ 合算対象期間、学生納付特例期間を合算した期間のみが２５年以上ある

者にも老齢基礎年金が支給されることがある。

〔問 ７〕 振替加算に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 振替加算の支給対象者であって、保険料納付済期間が�年未満であり、

合算対象期間と合わせて老齢基礎年金の受給権を取得した者には、振替

加算の額のみの老齢基礎年金が支給される。

Ｂ 振替加算は、老齢基礎年金を繰上げ受給した場合は繰上げ受給したとき

から加算され、繰下げ受給した場合は繰下げ受給したときから加算され

る。

Ｃ 振替加算が行われた老齢基礎年金は、その受給権者が障害基礎年金、障

害厚生年金その他障害を支給要件とする年金給付であって政令で定める

ものを受けられるときは、その間振替加算に相当する部分の支給が停止

される。
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Ｄ 老齢基礎年金の受給権者が６５歳に達した日以降、その者の配偶者が老

齢厚生年金の受給権を有するに至った場合は、その日から振替加算が行

われる。

Ｅ 振替加算が行われている老齢基礎年金の受給権者が、配偶者である老齢

厚生年金又は退職共済年金の受給権者と離婚した場合、振替加算額に相

当する部分の支給が停止される。

〔問 ８〕 次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 寡婦年金の受給権は、受給権者が繰上げ請求により老齢基礎年金の受給

権を取得したときは消滅する。

Ｂ 国民年金基金は、厚生労働大臣の許可を受けて国民年金基金連合会に業

務の一部を委託することができる。

Ｃ 特例による６５歳以上の任意加入被保険者が死亡した場合、死亡一時金

は支給されるが寡婦年金は支給されない。

Ｄ 被用者年金各法の被保険者、組合員又は加入者は、すべて国民年金の第

�号被保険者となる。

Ｅ 繰上げ支給の老齢基礎年金の受給権者は、国民年金に任意加入すること

はできない。

〔問 ９〕 次の記述のうち、誤っているものはどれか。

Ａ 平成１７年�月�日前の第�号被保険者の未届期間について、届出をす

ることにより、当該届出が行われた日以後当該届出に係る期間を保険料

納付済期間に算入することができる。

Ｂ 昭和６１年�月�日前の付加保険料納付済期間は第�号被保険者として

の付加保険料納付済期間とみなされるので、この期間に係る付加保険料

納付済期間を有する第�号被保険者には、原則として付加年金が支給さ

れる。
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Ｃ ２０歳前の第�号被保険者期間中に初診日のある障害基礎年金は、受給

者の前年の所得が一定の額を超えるときは、その年の�月から翌年�月

までその支給を停止される。

Ｄ ６５歳以上７０歳未満の任意加入被保険者の特例措置による被保険者が７０

歳に達する前に老齢基礎年金の受給権を取得したときは、その取得した

日の翌日に被保険者の資格を喪失する。

Ｅ 日本国内に住所を有する６０歳以上６５歳未満の任意加入被保険者は、付

加保険料を納付する者となることができるが、６５歳以上７０歳未満の特

例による任意加入被保険者は付加保険料を納付することができない。

〔問 １０〕 平成１６年改正に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

Ａ 平成１７年度の第�号被保険者の保険料を月額�万３，５８０円とし、平成

１８年度以降の保険料は各年度に応じて定められた額に前年の消費者物

価指数の変動率を乗じて得た額とした。

Ｂ 平成２７年�月３１日までの特例措置として、平成１７年�月�日前の第

�号被保険者期間のうち保険料納付済期間に算入されない期間がある場

合には、社会保険庁長官に届出をすれば、その期間は将来に向かって保

険料納付済期間に算入することとした。

Ｃ 平成１７年�月から平成２７年�月までの期間において、３０歳未満の第

�号被保険者であって、本人及び配偶者の所得が政令で定める額以下で

あるときは、世帯主の所得に関係なく、保険料の納付を猶予することと

した。

Ｄ 任意加入被保険者は、保険料納付月数等が満額の老齢基礎年金が受けら

れる４８０月に達した時点で、本人からの資格喪失の申出がなくても、被

保険者資格を喪失させることとした。

Ｅ ６５歳以上の高齢任意加入制度の対象者を、昭和３５年�月�日生まれの

者にまで拡大した。
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